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

調
査
の
概
要

【
調
査
対
象
と
回
収
率
】

調
査
対
象　

1
8
4
6
社
協

回
答
数　

1
4
5
7
社
協

回
収
率　

78
・
9
％

【
調
査
期
間
】

平
成
28
年
3
月
～
平
成
28
年
6
月

【
調
査
時
点
】

平
成
28
年
1
月
1
日
現
在

【
調
査
内
容
】

Ⅰ　

組
織
・
事
業
の
状
況

Ⅱ　

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
市
民
活
動

Ⅲ　

災
害
対
応

Ⅳ　

団
体
組
織
支
援
・
連
携
の
実
施
状
況

Ⅴ　

相
談
事
業
・
利
用
支
援

Ⅵ　

制
度
サ
ー
ビ
ス
の
取
り
組
み
状
況

Ⅶ　

�

小
地
域
福
祉
活
動
（
見
守
り
支
援
活
動
、

サ
ロ
ン
）

Ⅷ　

そ
の
他
サ
ー
ビ
ス
の
取
り
組
み
状
況



組
織
体
制
に
つ
い
て

【
役
員
構
成
（
出
身
母
体
）】

❶
　
会
長

　

会
長
の
出
身
母
体
は
、「
学
識
経
験
者
」
が

52
・
4
％
で
過
半
数
を
占
め
て
い
る
。

　

次
い
で
「
行
政
の
首
長
」
13
・
4
％
、「
地

域
福
祉
推
進
基
礎
組
織
」
7
・
5
％
、「
町
内

会
・
自
治
会
」
6
・
2
％
な
ど
と
な
っ
て
い

る
（
図
表
1
）。

❷
　
事
務
局
長
の
前
職
（
所
属
）

　

事
務
局
長
の
前
職
（
所
属
）
は
、「
行
政

O
B
」
が
最
も
多
く
43
・
7
％
、
次
い
で
「
社

協
職
員
」
が
38
・
8
％
で
あ
る
（
図
表
2
）。

❸
　
理
事
の
出
身
母
体

　

理
事
の
出
身
母
体
の
割
合
を
み
る
と
、
最

も
高
い
割
合
が「
学
識
経
験
者
」（
16
・
5
％
）

で
あ
り
、
次
に
「
民
生
委
員
・
児
童
委
員
（
協

議
会
）」（
12
・
6
％
）、「
町
内
会
・
自
治
会
」

（
12
・
2
％
）、「
地
域
福
祉
推
進
基
礎
組
織
」

（
10
・
1
％
）
と
続
く
（
図
表
3
）。

❹
　
評
議
員
の
出
身
母
体

　

評
議
員
の
出
身
母
体
を
み
る
と
、「
町
内

会
・
自
治
会
」（
21
・
7
％
）
が
最
も
高
い
割

合
と
な
っ
て
お
り
、
次
に
「
民
生
委
員
・
児

童
委
員
（
協
議
会
）」（
16
・
7
％
）、「
地
域

福
祉
推
進
基
礎
組
織
」（
11
・
3
％
）
と
な
っ

て
い
る
（
図
表
4
）。

　

1
9
9
7
（
平
成
9
）
年
調
査
か
ら
の
経

年
で
み
る
と
、
会
長
の
出
身
母
体
が
、「
行
政

図表 2　  事務局長の前職（所属）の割合
社協数 ％

行政（OB） 636 43.7

社協職員 566 38.8

事務局長は行政職と兼務である 127 8.7

その他 121 8.3

無回答 7 0.5

全　体 1,457 100.0

　「
社
会
福
祉
協
議
会
活
動
実
態
調

査
」は
、
3
年
ご
と
に
全
市
区
町
村

社
協
を
対
象
と
し
て
実
施
し
て
い

る
調
査
で
あ
り
、
市
区
町
村
社
協

の
基
本
的
な
組
織
状
況
、
活
動
や

事
業
、職
員
数
に
つ
い
て
、市
区
町

村
社
協
の
活
動
実
態
を
明
ら
か
に

す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。

　
制
度
だ
け
で
は
対
応
で
き
な
い

さ
ま
ざ
ま
な
地
域
課
題
へ
の
対
応

が
必
要
に
な
る
現
在
、
地
域
福
祉

の
推
進
を
目
的
と
す
る
組
織
と
し

て
、
社
協
に
は
組
織
体
制
の
強
化

や
取
り
組
み
の
充
実
・
拡
充
が
求

め
ら
れ
る
。

　
本
特
集
は
、
昨
年
度
実
施
し
た

本
調
査
結
果
か
ら
、組
織
体
制
や
実

施
事
業
の
状
況
を
中
心
に
主
な
も

の
を
報
告
し
、今
後
の
社
協
活
動
の

展
開
の
参
考
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

2003年
（H15年）

2000年
（H12年）

1997年
（H9年）

100％

80％

60％

0％

20％

40％

2006年
（H18年）

2009年
（H21年）

2012年
（H24年）

2015年
（H27年）

4.4 5.0
6.6

6.7 7.5

6.2 5.7
5.9

6.4 6.2
5.1 5.3

4.6 4.6
7.0

15.9 13.437.8 31.5 16.6

36.8

4.6
5.8

4.7

35.3

38.8 42.9

5.7
6.0

5.1

19.7

48.3 49.6 52.1 52.4

民生委員・児童委員
（協議会）

町内会・自治会

地域福祉推進
基礎組織

行政の首長

学識経験者
（上記以外）

図表 1　  会長の出身母体の割合（その他を除く上位 5団体）〈経年比較〉
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の
首
長
」
が
減
少
傾
向
に
あ
る
一
方
で
、「
学

識
経
験
者
」
が
増
加
傾
向
に
あ
る
の
と
と
も

に
、
そ
の
割
合
が
最
も
高
い
特
徴
が
あ
る

（
図
表
1
）。

　

ま
た
、
理
事
、
評
議
員
の
状
況
を
経
年
で

み
る
と
、「
地
域
福
祉
推
進
基
礎
組
織
」
の
割

合
が
や
や
増
加
傾
向
に
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。

　

本
調
査
で
は
、「
地
域
福
祉
推
進
基
礎
組

織
」
の
有
無
の
設
問
も
あ
り
、
そ
の
回
答
で

は
、
約
半
数
（
50
・
9
％
）
が
「
あ
り
」
と

の
回
答
と
な
っ
て
い
る
。
今
後
、
住
民
主
体

の
活
動
を
よ
り
推
進
す
る
に
あ
た
り
、
全
国

で
「
地
域
福
祉
推
進
基
礎
組
織
」
の
組
織
化

を
さ
ら
に
す
す
め
る
必
要
が
あ
る
。

�

制
度
サ
ー
ビ
ス
の
実
施
状
況

高
齢
者
を
対
象
と
し
た
事
業
・
介
護
保
険
関

係
事
業
の
実
施
状
況

【
介
護
保
険
関
係
事
業
】

　

介
護
保
険
制
度
に
よ
る
介
護
給
付
サ
ー
ビ

ス
の
実
施
状
況
は
、「
訪
問
介
護
」
が

1
0
1
7
か
所
（
69
・
9
％
）、「
居
宅
介
護

支
援
」
が
1
0
0
8
か
所
（
69
・
2
％
）、「
通

所
介
護
」
が
7
0
2
か
所
（
48
・
2
％
）
で

あ
り
、
こ
れ
ら
の
事
業
が
実
施
か
所
数
の
多

い
上
位
3
事
業
と
な
る
。
こ
う
し
た
事
業
の

実
施
率
が
高
い
一
方
、
小
規
模
多
機
能
型
居

宅
介
護
や
定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介

護
看
護
な
ど
、
新
た
な
サ
ー
ビ
ス
類
型
に
つ

い
て
は
参
入
が
あ
ま
り
す
す
ん
で
い
な
い

（
図
表
5
）。
た
だ
そ
う
で
あ
っ
て
も
、
今
後

の
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
方
向
が
、
中
重
度

者
を
対
象
と
し
た
サ
ー
ビ
ス
に
重
点
化
さ
れ

る
中
に
あ
っ
て
は
、
こ
う
し
た
サ
ー
ビ
ス
へ

の
転
換
を
す
す
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

【
社
協
が
運
営
し
て
い
る
住
民
参
加
型
在
宅

福
祉
サ
ー
ビ
ス
】

　

住
民
参
加
型
在
宅
福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い

て「
実
施
あ
り
」と
回
答
し
た
社
協
は
4
0
2

か
所
（
27
・
6
％
）
で
あ
る
。

　

住
民
参
加
型
在
宅
福
祉
サ
ー
ビ
ス
が
あ
る

社
協
に
お
い
て
、
介
護
保
険
制
度
の
総
合
事

業
に
お
け
る
生
活
支
援
・
介
護
予
防
サ
ー
ビ

ス
と
し
て
の
位
置
づ
け
を
み
る
と
、「
訪
問

型
サ
ー
ビ
ス
A
」
は
32
か
所
（
8
・
0
％
）、

「
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
B
」
は
37
か
所
（
9
・

2
％
）
で
あ
る
（
図
表
6
）。

【
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
】

　

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
を
受
託
し
て
い

る
と
回
答
の
あ
っ
た
社
協
は
3
8
8
か
所

（
26
・
6
％
）で
あ
る
。
前
回
調
査（
2
0
1
2

年
度
調
査
）
の
実
施
割
合
25
・
2
％
と
比
べ

て
や
や
増
加
し
て
い
る
。

　

平
成
27
年
4
月
の
介
護
保
険
制
度
改
正
に

よ
り
新
し
い
総
合
事
業
へ
の
移
行
が
ス
タ
ー

ト
し
た
。
専
門
職
中
心
に
行
わ
れ
て
い
た
こ

れ
ま
で
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
に
対
し
、
住

民
の
参
画
を
よ
り
重
視
し
た
仕
組
み
へ
と
変

わ
っ
て
き
て
い
る
。
社
協
は
、
従
来
か
ら
住

民
参
加
型
在
宅
福
祉
サ
ー
ビ
ス
や
食
事
サ
ー

ビ
ス
、
移
動
サ
ー
ビ
ス
、
ふ
れ
あ
い
・
い
き

い
き
サ
ロ
ン
な
ど
住
民
主
体
の
助
け
合
い
や

生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
を
開
発
し
実
施
し
て
き

て
お
り
、
そ
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
含
め
た
実
績
を

有
し
て
い
る
。
今
後
、
ま
す
ま
す
期
待
さ
れ

図表 5　  介護保険関係事業の実施状況 
（上位 3事業と新たなサービス類型 
事業等）
事業名 実施か所数（％）

訪問介護 1,017か所（69.9％）
居宅介護支援 1,008か所（69.2％）
通所介護 702か所（48.2％）
小規模多機能型居宅介護 64か所 （4.4％）
夜間対応型訪問介護 29か所 （2.0％）
定期巡回・随時対応型 
訪問介護看護 22か所 （1.5％）

N＝1,457社協

13.3

15.5

12.6

16.0 16.5

13.8
13.1 13.0

12.2
12.8

12.8 12.1

6.1

15.6

12.6

13.2

8.0 9.3 9.5 10.1

2003年
（H15年）

60％

0％

20％

40％

2006年
（H18年）

2009年
（H21年）

2012年
（H24年）

2015年
（H27年）

学識経験者

民生委員・児童委員
（協議会）

町内会・自治会

地域福祉推進基礎
組織

図表 3　  理事の出身母体の割合（その他を除く上位 4団体）〈経年比較〉

2003年
（H15年）

60％

0％

20％

40％

2006年
（H18年）

2009年
（H21年）

2012年
（H24年）

2015年
（H27年）

6.5
6.4 6.3 6.7 6.4

17.9
16.9 16.8 17.2 16.7

27.7 23.3 22.9 21.8 21.7

6.9 8.9 9.7 10.6 11.3

当事者及び家族の
団体

民生委員・児童委員
（協議会）

町内会・自治会

地域福祉推進基礎
組織

図表 4　  評議委員の出身母体の割合（その他を除く上位 4団体） 
〈経年比較〉

＜訪問型サービス A＞ ＜訪問型サービス B＞
無回答
4.7％

なし
87.3％

無回答
5.0％

なし
85.8％

あり
9.2％

あり
8.0％

図表 6　  総合事業によるサービス実施の有無 
（住民参加型在宅福祉サービス実施社協の内訳）
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る
社
会
的
役
割
を
踏
ま
え
つ
つ
、
各
社
協
に

お
け
る
経
営
戦
略
を
描
き
、
そ
の
な
か
で
の

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
位
置
づ
け
を
明
確
に

し
て
お
く
こ
と
が
必
要
に
な
る
と
考
え
ら
れ

る
。

障
害
者
（
児
）
を
対
象
と
し
た
事
業
の
実
施

状
況

【
自
立
支
援
給
付
に
お
け
る
介
護
給
付
サ
ー
ビ

ス
】

　

障
害
者
総
合
支
援
法
に
よ
る
自
立
支
援
給

付
サ
ー
ビ
ス
の
う
ち
、
実
施
し
て
い
る
と
の

回
答
が
多
か
っ
た
上
位
事
業
は
、「
居
宅
介

護（
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
）」が
9
6
3
か
所（
66
・

1
％
）、「
重
度
訪
問
介
護
」
が
7
7
4
か
所

（
53
・
1
％
）、「
同
行
援
護
」
が
5
0
4
か
所

（
34
・
5
％
）
で
あ
る
（
図
表
7
）。

【
自
立
支
援
給
付
に
お
け
る
訓
練
等
給
付

サ
ー
ビ
ス
】

　

自
立
支
援
給
付
に
お
け
る
訓
練
等
給
付

サ
ー
ビ
ス
の
う
ち
、
実
施
し
て
い
る
と
の
回

答
が
多
か
っ
た
上
位
事
業
は
、「
就
労
継
続

支
援
B
型
」
が
2
2
1
か
所
（
15
・
2
％
）、

「
生
活
自
立
支
援
（
精
神
・
知
的
障
害
者
）」

が
75
か
所
（
5
・
2
％
）、「
機
能
自
立
訓
練
」

が
69
か
所
（
4
・
7
％
）
で
あ
る
（
図
表
8
）。

【
障
害
者
総
合
支
援
法
に
よ
る
地
域
生
活
支

援
事
業
】

　

障
害
者
総
合
支
援
法
に
よ
る
地
域
生
活
支

援
事
業
の
う
ち
、
実
施
し
て
い
る
と
の
回
答

の
多
か
っ
た
上
位
事
業
は
、「
移
動
支
援
事

業
」
が
5
8
6
か
所
（
40
・
2
％
）、「
相
談

支
援
事
業
」
が
3
9
7
か
所
（
27
・
2
％
）、

「
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
支
援
事
業
」
が

1
5
3
か
所
（
10
・
5
％
）、「
日
中
一
時
支

援
事
業
」
が
1
5
2
か
所
（
10
・
4
％
）
で

あ
る
（
図
表
9
）。

　

自
立
支
援
給
付
に
お
け
る
介
護
サ
ー
ビ
ス

を
、
前
回
調
査
（
2
0
1
2
年
調
査
）
と
比

較
す
る
と
、
多
く
の
サ
ー
ビ
ス
が
ほ
ぼ
同
程

度
の
実
施
割
合
で
推
移
し
て
い
る
が
、
自
立

支
援
給
付
に
お
け
る
訓
練
等
給
付
サ
ー
ビ
ス

に
お
い
て
は
、「
就
労
継
続
支
援
B
型
」
の
実

施
率
の
割
合
に
増
加
傾
向
が
み
ら
れ
る
。

　

ま
た
、
障
害
者
総
合
支
援
法
に
よ
る
地
域

生
活
支
援
事
業
で
は
、
前
回
調
査（
2
0
1
2

年
調
査
）
と
比
較
し
、「
相
談
支
援
事
業
」
の

実
施
割
合
が
17
・
3
％
か
ら
27
・
2
％
と
大

き
く
増
加
し
て
い
る
（
図
表
9
）。

子
ど
も
や
子
育
て
家
庭
を
対
象
と
し
た
事
業

の
実
施
状
況

【
子
ど
も
や
子
育
て
家
庭
を
対
象
と
し
た
事

業
】

　
「
要
保
護
児
童
対
策
協
議
会
へ
の
参
画
」を

実
施
し
て
い
る
割
合
が
最
も
多
く
17
・
9
％
、

次
い
で
「
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
事
業
の
運

営
」
が
15
・
7
％
、「
学
童
保
育
（
放
課
後
児

童
健
全
育
成
事
業
）
の
運
営
支
援
」
が
14
・

1
％
、「
児
童
館
・
児
童
セ
ン
タ
ー
の
運
営
」

が
10
・
6
％
な
ど
で
あ
る
（
図
表
10
）。

　

前
回
調
査
（
2
0
1
2
年
調
査
）
と
比
較

す
る
と
、
特
に
「
要
保
護
児
童
対
策
協
議
会

へ
の
参
画
」
の
実
施
割
合
が
増
加
傾
向
に
あ

り
、「
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
事
業
の
運
営
」

の
実
施
割
合
も
や
や
増
え
て
い
る
。

 

相
談
事
業
・
利
用
支
援
サ
ー
ビ
ス

の
実
施
状
況

対
象
を
限
定
し
な
い
あ
ら
ゆ
る
相
談
に
対
応

す
る
総
合
相
談
事
業
の
実
施
状
況
に
つ
い
て

　

対
象
を
限
定
し
な
い
あ
ら
ゆ
る
相
談
に
対

応
す
る
総
合
相
談
事
業
を「
実
施
し
て
い
る
」

図表 7　  自立支援給付における介護給付サービスの実施状況 
（上位 3事業の前回調査比較）

事業名 2015年調査
実施か所数（％）

前回調査（2012年）
実施か所数（％）

居宅介護（ホームヘルプ） 963か所（66.1％） 894か所（67.5％）
重度訪問介護 774か所（53.1％） 736か所（55.6％）
同行援護 504か所（34.5％） 452か所（34.1％）

N＝1,457社協（2015年調査）N＝1,324社協（2012年調査）

図表 8　  自立支援給付における訓練等給付サービスの実施状況 
（上位 3事業の前回調査比較）

事業名 2015年調査
実施か所数（％）

前回調査（2012年）
実施か所数（％）

就労継続支援 B型 221か所（15.2％） 163か所（12.3％）
生活自立支援（精神・知的障
害者） 75か所 （5.2％） 50か所 （3.8％）

機能自立訓練 69か所 （4.7％） 58か所 （4.4％）
N＝1,457社協（2015年調査）N＝1,324社協（2012年調査）

図表 9　  障害者総合支援法による地域生活支援事業の実施状況 
（上位 4事業の前回調査比較）

事業名 2015年調査
実施か所数（％）

前回調査（2012年）
実施か所数（％）

移動支援事業 586か所（40.2％） 501か所（37.8％）
相談支援事業 397か所（27.2％） 229か所（17.3％）
コミュニケーション支援事業 153か所（10.5％） 156か所（11.8％）
日中一時支援事業 152か所（10.4％） 116か所 （8.8％）

N＝1,457社協（2015年調査）N＝1,324社協（2012年調査）

図表 10　  子どもや子育て家庭を対象とした事業の実施状況 
（上位 4事業の前回調査比較）

事業名 平成 28年度調査
実施か所数（％）

前回調査
（平成 25年）
実施か所数（％）

要保護児童対策協議会への参画 261か所
（17.9％）

186か所
（14.0％）

ファミリーサポート事業の運営 229か所
（15.7％）

197か所
（14.9％）

学童保育（放課後児童健全育成
事業）の運営支援

205か所
（14.1％）

191か所
（14.4％）

児童館・児童センターの運営 155か所
（10.6％）

137か所
（10.3％）

N＝1,457社協（2015年調査）N＝1,324社協（2012年調査）
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社
協
は
84
・
7
％
で
あ
る
。

　
「
実
施
し
て
い
る
」と
回
答
の
あ
っ
た
社
協

の
実
施
頻
度
は
、「
毎
日
」
が
最
も
多
く
43
・

6
％
、
次
い
で
「
週
に
1
日
」
が
13
・
9
％

な
ど
で
あ
る
。
相
談
件
数
の
年
間
総
数
は

46
万
6
2
6
4
件
で
あ
り
、
1
社
協
に
お
け

る
年
間
平
均
件
数
は
3
8
5
・
3
件
で
あ
る
。

　

前
回
調
査
（
2
0
1
2
年
調
査
）
と
比
較

す
る
と
、「
実
施
し
て
い
る
」
と
回
答
し
た
社

協
の
割
合
は
前
回
調
査
と
比
べ
て
2
・
9
ポ

イ
ン
ト
で
は
あ
る
が
減
少
し
て
い
る
（
図
表

11
）。
こ
の
理
由
と
し
て
は
、
生
活
困
窮
者
自

立
支
援
制
度
の
施
行
（
平
成
27
年
4
月
）
等
、

相
談
支
援
機
能
に
係
る
制
度
の
整
備
が
す
す

ん
で
き
た
こ
と
に
よ
り
、
相
談
内
容
を
適
切

な
窓
口
へ
つ
な
げ
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
つ
つ

あ
る
こ
と
が
要
因
と
し
て
考
え
ら
れ
る
。

分
野
や
対
象
者
別
の
相
談
の
実
施
の
有
無

　

分
野
や
対
象
者
別
の
相
談
の
実
施
の
状
況

は
、「
生
活
福
祉
資
金
に
関
す
る
相
談
」
が
最

も
多
く
74
・
5
％
、
次
い
で
「
権
利
擁
護
・

成
年
後
見
制
度
に
関
す
る
相
談
」が
57
・
4
％
、

「
高
齢
者
（
家
族
も
含
む
）
に
関
す
る
相
談
」

45
・
0
％
な
ど
で
あ
る
。前
回
調
査（
2
0
1
2

年
調
査
）
と
比
較
す
る
と
、「
生
活
福
祉
資
金

に
関
す
る
相
談
」
の
実
施
割
合
が
減
る
一
方
、

「
権
利
擁
護
・
成
年
後
見
制
度
に
関
す
る
相

談
」
の
実
施
率
が
高
く
な
っ
て
い
る
（
図
表

12
）。

小
地
域
福
祉
活
動
（
見
守
り
支
援
活
動
、
サ

ロ
ン
）
の
実
施
状
況

【
ふ
れ
あ
い
・
い
き
い
き
サ
ロ
ン
】

　

社
協
で
把
握
（
実
施
、
支
援
等
）
し
て
い

る
ふ
れ
あ
い
・
い
き
い
き
サ
ロ
ン
の
か
所
数

は
、
6
万
7
9
0
3
か
所
で
あ
り
、
前
回
調

査
（
2
0
1
2
年
調
査
）
と
比
較
す
る
と
、

8
9
0
4
か
所
増
加
し
て
い
る
。

　

ふ
れ
あ
い
・
い
き
い
き
サ
ロ
ン
の
主
な
対

象
と
し
て
は
、「
高
齢
者
」
が
最
も
多
く
82
・

1
％
、
次
い
で
「
複
合
型
」
が
8
・
1
％
、

「
子
育
て
家
庭
」
が
6
・
1
％
な
ど
と
な
っ
て

い
る
（
図
表
13
）。

�

そ
の
他
サ
ー
ビ
ス
の
取
り
組
み 

状
況

高
齢
者
・
障
害
者
（
児
）
を
対
象
と
し
た
事

業
の
実
施
状
況
（
事
業
別
）

　

高
齢
者
・
障
害
者
（
児
）
を
対
象
と
し
た

事
業
の
実
施
状
況
を
事
業
別
に
み
る
と
、

「
食
事
サ
ー
ビ
ス
」
が
最
も
多
く
58
・
9
％
、

次
い
で
「
移
動
サ
ー
ビ
ス
」
44
・
1
％
、「
障

害
者（
児
）の
た
め
の
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
・

キ
ャ
ン
プ
・
ス
ポ
ー
ツ
活
動
」
が
25
・
4
％
、

「
高
齢
者
・
障
害
者
を
ね
ら
っ
た
悪
質
商
法

防
止
の
た
め
の
活
動
」
が
21
・
3
％
、「
敬
老

金
品
給
付
」
が
18
・
3
％
、「
電
話
に
よ
る
声

か
け
活
動
」
が
17
・
0
％
な
ど
で
あ
る
。

外
国
籍
の
住
民
、
生
活
困
窮
者
・
ホ
ー
ム
レ

ス
、
ひ
き
こ
も
り
者
に
対
す
る
事
業

　

外
国
籍
の
住
民
に
対
す
る
支
援
事
業
を
実

施
し
て
い
る
社
協
は
2
・
0
％
で
あ
る
。「
他

事
業
で
外
国
籍
の
住
民
に
も
対
応
し
て
い

る
」
と
い
う
社
協
は
2
・
7
％
で
あ
る
。

　

生
活
困
窮
者
や
ひ
き
こ
も
り
を
対
象
と
す
る

支
援
事
業
（
制
度
外
）
に
つ
い
て
、「
法
外
援
護

資
金
貸
付
・
給
付
」を
実
施
し
て
い
る
社
協
が
最

も
多
く
44
・
1
％
、次
い
で
「
日
用
生
活
品
や
食

品
等
の
物
品
支
援
」が
4
・
0
％
、「
社
会
参
加
・

就
労
体
験
」
が
12
・
0
％
、「
居
場
所
づ
く
り

（
交
流
会
の
開
催
等
）」7
・
3
％
な
ど
で
あ
る
。

　

本
調
査
調
査
結
果
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、

本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
社
協
の
杜
」
に
掲
載

す
る
予
定
と
な
っ
て
い
る
。

　
http://w

w
w
.shakyo.or.jp/gyoum

u/

図表 12　  分野や対象別の相談の実施状況（前回調査比較）

18.5

27.2

42.8

28

31.6

96.8

26.5

38.8

44.6

45

57.4

74.5

0％ 50％ 100％

子ども・子育てに
関する相談

障害者に関する相談

法律相談

高齢者に関する相談

生活福祉資金に関する相談

権利擁護・成年後見制度に
関する相談

2015年調査 前回調査（2012年）

図表 13　  ふれあい・いきいきサロンのか所数

サロン合計数 全体のサロン数に
対する割合 平　均

高齢者 55,721  82.1% 42.3か所
身体障害者 268   0.4%  0.2か所
知的障害者 170   0.3%  0.1か所
精神障害者 175   0.3%  0.1か所
ひきこもり 51   0.1%  0.0か所
子育て家庭 4,134   6.1%  3.1か所
複合型 5,479   8.1%  4.2か所
その他 1,905   2.8%  1.4か所
全　体 67,903 100.0% 51.6か所

※ ふれあい・いきいきサロンを実施・支援していると回答した社協は 
1,316社協（回答数の 90.3％）

＜2015年調査＞ ＜2012年調査＞
無回答
0.6％

実施している
84.7％

無回答
1.7％

実施している
87.6％

実施していない
10.7％

実施していない
14.7％

図表 11　  対象を限定しないあらゆる相談に対応する総合事業の実施
状況の割合（前回調査比較）
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こ
の
た
び
の
社
会
福
祉
法
人
制
度
改
革

で
は
財
務
に
関
す
る
改
正
も
行
わ
れ
ま
し

た
。
理
事
・
監
事
、
評
議
員
と
し
て
も
法

人
の
財
務
の
状
況
等
を
把
握
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。
そ
こ
で
、
今
号
か
ら
は
公
認

会
計
士
の
渡
部
博
さ
ん
に
社
会
福
祉
法
人

に
お
け
る
財
務
管
理
に
つ
い
て
解
説
い
た

だ
き
ま
す
。

　
今
号
で
は
法
改
正
の
内
容
を
中
心
に
解

説
し
ま
す
。

 

会
計
処
理
の
基
準
に
関
し
て
は

ど
の
よ
う
な
改
定
が
行
わ
れ
ま

し
た
か
？

社
会
福
祉
法
（
以
下
、
法
）
第
44

条
で
は
次
の
よ
う
に
定
め
ら
れ
て

い
ま
す
。

　

法
の
改
正
内
容
を
ま
と
め
る
と
、
①
会
計

処
理
の
基
準
と
会
計
帳
簿
の
作
成
に
関
し
て

は
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
さ
れ
た
こ
と
、

②
従
来
は
モ
デ
ル
経
理
規
程
で
10
年
定
め
ら

れ
て
い
た
会
計
帳
簿
の
保
存
期
間
が
法
で
明

文
化
さ
れ
た
こ
と
で
す
。
法
第
44
条
の
改
正

の
施
行
日
は
平
成
28
年
4
月
1
日
と
さ
れ
、

す
で
に
施
行
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
を
受
け

て
、
社
会
福
祉
法
人
会
計
基
準
が
平
成
28
年

3
月
31
日
に
厚
生
労
働
省
令
第
79
号
と
し
て

公
付
さ
れ
て
い
ま
す
。

会
計
帳
簿
の
作
成
に
関
し
て
は
ど

の
よ
う
な
改
定
が
行
わ
れ
ま
し
た

か
？

計
算
書
類
（
法
第
45
条
の
27
第
3

項
）、
会
計
帳
簿
（
社
会
福
祉
法
人

会
計
基
準
第
3
条
第
2
項
）
と
も
に
書
面
ま

た
は
電
磁
的
記
録
で
の
作
成
が
可
能
と
さ
れ

ま
し
た
。
電
磁
的
記
録
と
は
「
電
子
的
方
式
、

磁
気
的
方
式
そ
の
他
、
人
の
知
覚
に
よ
っ
て

は
認
識
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
方
式
で
作
ら

れ
た
記
録
の
こ
と
」
と
さ
れ
、
い
わ
ゆ
る
コ

ン
ピ
ュ
ー
タ
で
処
理
可
能
な
デ
ジ
タ
ル
デ
ー

タ
で
す
。
書
類
で
の
提
出
に
か
わ
り
、
電
磁

的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
事
項
を
電
磁
的
方
法

で
の
提
出
も
可
能
と
な
り
ま
す
（
法
第
34
条

の
2
第
2
項
第
4
号
ほ
か
）。

社
会
福
祉
法
の
改
正
、
社
会
福
祉

法
人
会
計
基
準
の
省
令
化
に
と
も

な
い
、
法
人
の
経
理
規
程
の
改
定
が
必
要
で

し
ょ
う
か
?必

要
で
す
。
法
の
改
正
に
と
も
な

い
改
定
が
必
要
な
項
目
と
し
て
次

の
6
点
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

⑴�

定
時
評
議
員
会
の
開
催
時
期
を
事
業
年
度

終
了
3
か
月
以
内
と
す
る
こ
と

⑵�

決
算
承
認
機
関
を
理
事
会
か
ら
定
時
評
議

員
会
と
す
る
こ
と※
※

⑶�

会
計
帳
簿
の
電
磁
的
記
録
に
対
応
す
る
場

合
の
規
定
を
新
設
す
る
こ
と

⑷�

予
算
編
成
の
基
準
に
事
業
計
画
並
び
に
社

会
福
祉
充
実
計
画
を
追
加
す
る
こ
と

⑸�

社
会
福
祉
充
実
残
額
の
計
算
に
関
す
る
規

定
を
新
設
す
る
こ
と

⑹�

会
計
監
査
人
を
設
置
す
る
場
合
の
規
定
を

新
設
す
る
こ
と

　

詳
細
内
容
に
つ
い
て
は
、
本
連
載
の
該
当

Q
&
A
で
ふ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
社
会
福
祉
法
人
会
計
基
準
の
省
令

化
に
と
も
な
い
改
定
が
必
要
な
項
目
と
し
て
、

次
の
2
点
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

⑴�

財
務
諸
表
か
ら
計
算
書
類
へ
呼
称
を
変
え

る
こ
と

Q1
A1

（
会
計
）
第
44
条

社
会
福
祉
法
人
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定

め
る
基
準
に
従
い
、
会
計
処
理
を
行
わ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

2　
（
略
）

3　

�

社
会
福
祉
法
人
は
、
厚
生
労
働
省
令

で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
適
時
に
、

正
確
な
会
計
帳
簿
を
作
成
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

4　

�

社
会
福
祉
法
人
は
、
会
計
帳
簿
の
閉

鎖
の
時
か
ら
十
年
間
、
そ
の
会
計
帳

簿
及
び
そ
の
事
業
に
関
す
る
重
要

な
資
料
を
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

5
・
6
（
略
）

Q2A2

Q3A3

連
　
載

社協の理事、監事、
評議員のための
基礎知識　

社会福祉法人の財務運営の特徴

第6回

公認会計士　渡部博事務所
所長　渡部　博氏
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社
会
福
祉
法
人
会
計
基
準
第
1
条
に
お
い

て
、「
計
算
書
類
（
貸
借
対
照
表
及
び
収
支
計

算
書
を
い
う
）」と
定
め
た
こ
と
に
と
も
な
い
、

従
来
の
財
務
諸
表
と
い
う
呼
称
を
変
え
な
け

れ
ば
い
け
ま
せ
ん
。

⑵
附
属
明
細
書
の
並
び
を
変
え
る
こ
と

　

社
会
福
祉
法
人
会
計
基
準
第
30
条
に
お
い

て
、
第
1
号
か
ら
第
19
号
ま
で
の
附
属
明
細

書
が
定
め
ら
れ
ま
し
た
が
、
従
来
は
複
数
の

通
知
で
定
め
ら
れ
て
い
た
附
属
明
細
書
の
並

び
、
呼
称
番
号
が
変
更
さ
れ
た
こ
と
に
と
も

な
う
改
定
で
す
。

社
会
福
祉
法
に
お
い
て
計
算
書
類

の
機
関
決
定
は
ど
の
よ
う
に
改
正

さ
れ
て
い
ま
す
か
？

計
算
書
類
の
機
関
決
定
に
関
す
る

改
正
は
次
の
よ
う
に
定
め
ら
れ
て

お
り
、
法
の
施
行
日
は
平
成
29
年
4
月
1
日

と
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
平
成
28
年
度
決

算
（
平
成
29
年
3
月
31
日
終
了
会
計
年
度
）

か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

1
．�

社
会
福
祉
法
人
は
、
毎
会
計
年
度
終
了

後
三
月
以
内
に
、
計
算
書
類
及
び
事
業

報
告
並
び
に
こ
れ
ら
の
附
属
明
細
書
を

作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第
45

条
の
27
第
2
項
）。

2
．�

計
算
書
類
及
び
そ
の
附
属
明
細
書
に
つ

き
、
監
事
及
び
会
計
監
査
人※
※

の
監
査
を

受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第
45
条

の
28
第
2
項
）。

3
．�

事
業
報
告
及
び
そ
の
附
属
明
細
書
に
つ

き
、
監
事
の
監
査
を
受
け
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
（
法
第
45
条
の
28
第
1
項
）。

4
．�

監
査
を
受
け
た
2
と
3
の
書
類
は
理
事

会
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

（
法
第
45
条
の
28
第
3
項
）。

5
．�

理
事
は
、
監
査
を
受
け
た
2
と
3
の
書

類
、
監
査
報
告
を
評
議
員
会
に
提
供
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い（
法
第
45
条
の
29
）。

6
．�
社
会
福
祉
法
人
は
、
監
査
を
受
け
た
2

と
3
の
書
類
、
監
査
報
告
を
定
時
評
議

員
会
の
日
の
二
週
間
前
の
日
か
ら
5
年

間
、
主
た
る
事
務
所
に
備
え
置
か
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第
45
条
の
32
）。

7
．�

理
事
会
の
承
認
を
受
け
た
2
と
3
の
書

類
は
定
時
評
議
員
会
の
承
認
を
受
け

（
法
第
45
条
の
30
第
2
項
）又
は
定
時
評

議
員
会
に
報
告※
※

を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
（
法
第
45
条
の
31
）。

　

以
上
の
機
関
決
定
の
流
れ
を
図
示
化
す
る

と
次
の
通
り
で
す
。

閲
覧
と
公
表
の
対
象
書
類
は
ど
の

よ
う
に
定
め
ら
れ
ま
し
た
か
？

公
開
制
度
は
、
閲
覧
と
公
表
の
2

つ
の
制
度
か
ら
な
り
、
改
正
の
施

行
日
は
平
成
28
年
4
月
1
日
と
さ
れ
、
す
で

に
施
行
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

閲
覧
と
は
、
事
務
所
で
閲
覧
に
供
す
る
こ

と
等
で
あ
り
、
下
記
の
書
類
が
対
象
と
な
り

ま
す
（
法
第
59
条
の
2
第
1
項
）。

①　

事
業
報
告
書

②　

財
産
目
録

③　

貸
借
対
照
表
（
公
表
）

④　

収
支
計
算
書
（
公
表
）

⑤　

監
事
意
見
を
記
し
た
書
面

⑥　

現
況
報
告
書
（
公
表
）

⑦　

定
款
（
公
表
）

⑧　

役
員
報
酬
基
準
（
公
表
）

⑨　

事
業
計
画
書

　

公
表
と
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
公

表
で
あ
り
、
上
記
の
閲
覧
対
象
書
類
の
う
ち

「
公
表
」と
記
載
さ
れ
た
書
類
が
対
象
と
な
り

ま
す
（
法
第
59
条
の
2
第
2
項
）。

※
1‌�

社
協
に
お
い
て
は
、
社
協
モ
デ
ル
経
理
規
程

で
原
則
と
し
て
評
議
員
の
承
認
を
得
る
こ

と
と
定
め
て
い
る

※
2‌�

会
計
監
査
人
を
設
置
し
た
法
人
の
み

※
3‌��

会
計
監
査
人
の
監
査
意
見
が
適
正
意
見
で

あ
っ
た
場
合

Q4A4

Q5A5

計算書類、事業報告の監査・機関決定スケジュール
平成29年4月1日

期中　会計監査人監査 期中　監事監査

期末　会計監査人監査 期末　監事監査

平成30年3月31日

2週間前の日から閲覧供与

平成30年6月30日
注：会計監査人を設置していない法人は、会計監査人監査は
　　該当がなく、定時評議員会では承認手続きが必要。

定時評議員会の承認又は報告

理事会承認

⃝

執
筆
者
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

渡
部
　
博
　

氏

（
公
認
会
計
士
　

渡
部
博
事
務
所
　

所
長
）

�

　
公
認
会
計
士
、
ワ
シ
ン
ト
ン
州
公
認
会
計
士
、

税
理
士
。

　
主
な
著
書
に
「
新
社
会
福
祉
法
人
会
計
基
準

の
実
務
／
社
協
編
」「
新
社
会
福
祉
法
人
会
計
基

準
へ
の
移
行
実
務
」
等
が
あ
る
。
ま
た
、「
財
務

管
理
講
座
」（
全
国
社
会
福
祉
法
人
経
営
者
協
議

会
）
や
「
社
会
福
祉
施
設
長
資
格
認
定
講
習
課

程
」（
中
央
福
祉
学
院
）
等
の
講
師
を
務
め
る
。
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多
文
化
共
生
社
会
を
め
ざ
す

き
っ
か
け

　

鈴
鹿
市
に
は
、
現
在
約
7
千
人
の
外
国

人
が
居
住
し
て
お
り
、
な
か
で
も
、
市
内

の
自
動
車
関
連
工
場
で
働
く
日
系
ブ
ラ
ジ

ル
人
や
そ
の
家
族
が
多
く
生
活
し
て
い
る
。

在
住
期
間
が
10
年
、
20
年
以
上
と
長
期
間

に
わ
た
る
方
も
い
る
中
で
、
鈴
鹿
市
社
協

に
お
い
て
彼
ら
の
存
在
や
生
活
課
題
に
注

視
し
た
の
は
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以
降

で
あ
っ
た
と
い
う
。
市
社
協
の
渥
美
秀
人

事
務
局
長
は
次
の
よ
う
に
振
り
返
る
。

　
「
世
界
的
な
不
況
に
よ
り
、
生
活
福
祉
資

金
貸
付
制
度
へ
の
申
請
件
数
が
急
激
に
増
え

ま
し
た
が
、
う
ち
1
割
が
外
国
籍
の
方
で
し

た
。
当
時
、
市
内
在
住
の
外
国
人
は
約

1
万
人
、
全
人
口
の
5
％
を
占
め
て
お
り
、

社
協
の
第
二
次
地
域
福
祉
活
動
計
画
（
平

成
22
年
～
26
年
）
を
策
定
す
る
う
え
で
、

彼
ら
の
意
見
は
不
可
欠
で
あ
る
と
私
た
ち

は
考
え
ま
し
た
」

　

平
成
21
年
度
に
立
ち
上
げ
た
多
文
化
共

生
に
関
す
る
協
議
検
討
会
（
以
下
、
検
討

会
）
で
は
、
地
域
福
祉
関
係
者
と
と
も
に

4
名
の
日
系
ブ
ラ
ジ
ル
人
が
メ
ン
バ
ー
と

し
て
参
画
し
、
協
議
を
重
ね
て
い
っ
た
。

そ
の
結
果
、
地
域
福
祉
活
動
計
画
の
柱
の

ひ
と
つ
と
し
て
「
さ
ま
ざ
ま
な
国
の
人
た

ち
と
住
み
よ
い
ま
ち
づ
く
り
」
が
掲
げ
ら

れ
、
検
討
会
を
基
に
市
民
グ
ル
ー
プ
「
鈴

と
も
」
を
結
成
し
て
、
多
文
化
共
生
社
会

の
実
現
に
向
け
た
具
体
的
な
取
り
組
み
を

す
す
め
る
こ
と
な
っ
た
。

　

平
成
23
年
度
に
は
、「
鈴
鹿
市
に
お
け

る
多
文
化
共
生
に
関
す
る
意
識
調
査
」（
三

重
県
社
協
よ
り
助
成
）
の
報
告
書
が
作
成

さ
れ
た
。
市
内
在
住
の
日
本
人
と
ブ
ラ
ジ

ル
人
を
対
象
に
行
っ
た
調
査
の
結
果
、
相

互
理
解
が
不
十
分
で
あ
っ
た
り
、
地
域
に

溶
け
込
み
き
れ
て
い
な
い
実
態
な
ど
、
外

国
籍
住
民
の
置
か
れ
た
現
状
や
課
題
が
浮

き
彫
り
と
な
り
、
そ
の
後
の
鈴
と
も
で
の

企
画
に
活
か
さ
れ
て
い
っ
た
。

皆
が
集
い
楽
し
む
「
鈴
と
も
」
の

活
動

　

鈴
と
も
は
、
活
動
を
企
画
す
る
だ
け
で

な
く
、
自
分
た
ち
自
身
で
具
体
的
な
活
動

を
す
す
め
た
い
と
い
う
、
検
討
会
の
思
い

が
受
け
継
が
れ
結
成
さ
れ
た
。
市
社
協
の

職
員
も
メ
ン
バ
ー
と
し
て
参
加
し
て
い
る

が
、
コ
ア
メ
ン
バ
ー
と
な
る
外
国
人
や
日

本
人
が
活
動
し
や
す
い
よ
う
サ
ポ
ー
ト
役

を
担
っ
て
い
る
。
毎
月
開
催
さ
れ
る
定
例

会
議
で
は
、
ブ
ラ
ジ
ル
人
を
は
じ
め
、
中

国
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
米
国
な
ど
、
市
内
に

住
む
さ
ま
ざ
ま
な
国
籍
の
人
た
ち
が
集
い
、

時
に
文
化
や
価
値
観
の
違
い
か
ら
互
い
の

意
見
が
ぶ
つ
か
り
な
が
ら
も
、
一
緒
に
楽

し
く
交
流
す
る
た
め
の
活
動
に
つ
い
て
話

し
合
っ
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
社
協
が
取
り

組
ん
で
き
た
地
域
福
祉
活
動
と
は
異
質
な

も
の
で
あ
る
と
、
地
域
福
祉
課
グ
ル
ー
プ

リ
ー
ダ
ー
の
小
川
直
大
さ
ん
は
語
る
。

　
「
例
え
ば
サ
ロ
ン
活
動
を
行
う
時
で
も
、

外
国
人
の
皆
さ
ん
は
自
分
た
ち
が
楽
し
み

た
い
と
い
う
思
い
が
強
く
あ
っ
て
、
ク
イ

ズ
あ
り
、
各
国
の
美
味
し
い
料
理
あ
り
、

歌
や
踊
り
も
あ
る
、
に
ぎ
や
か
な
お
祭
り

に
な
り
ま
す
。
こ
の
活
動
で
は
、
ま
ず
は

皆
さ
ん
に
楽
し
ん
で
い
た
だ
く
こ
と
で
、

活
動
に
振
り
向
い
て
も
ら
う
こ
と
が
大
切

で
す
。
私
た
ち
社
協
の
ス
タ
ッ
フ
は
、
ユ

ニ
ー
ク
な
コ
ス
チ
ュ
ー
ム
を
着
て
司
会
を

し
た
り
、
参
加
者
と
一
緒
に
サ
ン
バ
を

踊
っ
た
り
し
て
、
盛
り
上
げ
役
に
徹
す
る

こ
と
か
ら
始
め
ま
し
た
」

　

参
加
者
同
士
は
、
定
例
会
議
や
イ
ベ
ン

ト
を
通
じ
て
楽
し
く
語
り
合
っ
て
い
く
う

ち
に
、
互
い
に
生
活
上
の
課
題
や
悩
み
を

打
ち
明
け
、
自
然
と
理
解
が
深
ま
っ
て

い
っ
た
と
い
う
。
こ
う
し
た
な
か
で
、
自

分
た
ち
が
住
む
鈴
鹿
の
町
を
も
っ
と
知
り

た
い
、
と
い
う
声
か
ら
バ
ス
ツ
ア
ー
が
企

画
さ
れ
、
子
育
て
に
悩
む
母
親
た
ち
の
声

を
も
と
に
、
多
国
籍
の
外
国
人
親
子
が
集

う
「
国
際
子
育
て
サ
ロ
ン
」
が
生
ま
れ
た
。

社協活動
最前線
鈴鹿市
社会福祉協議会

多文化共生をめざし
外国籍住民とともに
取り組む市民活動

鈴鹿サーキットには国内外から多数の観
戦客が訪れる

鈴鹿市社協では、地域に暮らすさま
ざまな国の人たちと一緒に、住みよ
い町づくりに向けた取り組みをす
すめている。活動の中心を担う市民
グループ「鈴とも」には、在日ブラ
ジル人をはじめ、外国人メンバーが
多く在籍する。「陽気に楽しく」を
モットーとした活動は、国籍の違い
を超えて人びとを巻き込み、広がり
を見せている。

社協データ
【地域の状況】（平成28年9月30日現在）
人　　口　　200,532人
世 帯 数　　83,695世帯
高齢化率　　23.5％
外国人数　　7,011人

【社協の概要】（平成28年5月末）
理　　事　　  15人
評 議 員　　  33人
監　　事　　    2 人
職 員 数　　160人（正規職員57人、 
嘱託職員29人、パート職員74人）

【主な事業】
⃝地区社協活動の推進
⃝小地域ネットワーク活動の推進
⃝ふれあいいきいきサロン事業
⃝ボランティアセンター事業
⃝福祉教育推進事業
⃝介護保険・障害者自立支援事業
⃝成年後見事業
⃝認知症初期集中支援事業
⃝多文化共生推進事業
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ま
た
、
当
初
、
活
動
の
準
備
は
主
に
社

協
職
員
が
行
っ
て
い
た
が
、
活
動
を
す
す

め
る
う
ち
に
、
メ
ン
バ
ー
自
身
が
協
力
し

な
が
ら
準
備
し
、
運
営
す
る
よ
う
に
な
っ

た
と
い
う
。
平
成
27
年
度
か
ら
は
、
市
内

の
老
人
ホ
ー
ム
や
児
童
養
護
施
設
を
訪
問

し
て
実
施
す
る
サ
ロ
ン
活
動
も
始
ま
っ
て

い
る
。
経
緯
に
つ
い
て
、
小
川
さ
ん
は
次

の
よ
う
に
い
う
。

　
「
ク
リ
ス
マ
ス
に
開
催
す
る
サ
ロ
ン
は
、

自
分
た
ち
が
楽
し
む
た
め
に
行
わ
れ
て
い

ま
し
た
が
、
今
度
は
児
童
養
護
施
設
の
子

ど
も
た
ち
を
楽
し
ま
せ
た
い
、
と
い
う
声

が
出
て
き
ま
し
た
。
メ
ン
バ
ー
は
自
分
た

ち
で
出
し
物
を
考
え
、
手
づ
く
り
の
お
菓

子
を
用
意
し
、
ゲ
ー
ム
の
景
品
や
お
も

ち
ゃ
を
買
う
資
金
は
企
業
や
個
人
か
ら
の

寄
付
に
よ
り
賄
い
ま
し
た
。
S
N
S
を
活

用
し
て
協
力
を
呼
び
か
け
て
、
毎
回
40
人

以
上
も
参
加
者
が
集
ま
っ
て
い
ま
す
。
彼

ら
の
パ
ワ
ー
に
は
い
つ
も
驚
か
さ
れ
て
い

ま
す
。
地
域
と
つ
な
が
ろ
う
と
す
る
思
い

が
表
れ
て
い
て
、
私
た
ち
に
は
思
い
つ
か

な
い
よ
う
な
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
な
発
想
で
す
」

介
護
福
祉
士
試
験
対
策
講

座
の
実
施

　

近
年
は
、
長
引
く
不
況
を
背

景
に
、
市
内
在
住
の
多
く
の
外

国
人
が
介
護
事
業
に
従
事
し
て

い
る
。
鈴
と
も
の
会
議
で
も
そ

の
こ
と
が
話
題
と
な
り
、
介
護

に
関
す
る
言
葉
や
職
場
で
の
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
不
足
に
悩

む
外
国
人
が
多
い
と
い
う
報
告

が
あ
っ
た
。
市
社
協
で
は
平
成

23
年
度
か
ら
「
介
護
ヘ
ル
パ
ー

ア
ミ
ー
ゴ
教
室
」
を
開
催
。
外

国
人
の
介
護
職
を
対
象
に
、
外

国
人
に
は
理
解
し
に
く
い
支
援

上
の
概
念
や
考
え
方
な
ど
を
講

義
・
実
技
を
通
し
て
伝
え
、
好

評
を
得
た
。

　

平
成
25
年
度
か
ら
は
、
さ
ら
に
ス
キ
ル

ア
ッ
プ
を
ね
ら
う
外
国
人
の
介
護
職
を
対

象
に
、
介
護
福
祉
士
試
験
対
策
講
座
を
開

催
し
て
い
る
。
国
家
試
験
で
は
、
日
本
人

と
同
じ
筆
記
試
験
が
課
さ
れ
る
が
、
こ
の

講
座
で
は
外
国
人
向
け
の
専
用
テ
キ
ス
ト

を
使
い
、
月
2
回
・
10
か
月
間
（
平
成
28

年
度
は
4
か
月
間
）
に
わ
た
り
、
福
祉
制

度
や
介
助
の
仕
方
、
医
療
知
識
な
ど
を
通

訳
付
き
で
学
ぶ
こ
と
が
で
き
る
。
講
師
は
、

社
会
福
祉
士
、
看
護
師
の
資
格
を
も
つ
鈴

と
も
メ
ン
バ
ー
が
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
で
担
当

し
て
い
る
。

　

初
年
度
は
23
名
の
方
が
講
座
に
参
加
し
、

1
名
の
方
が
介
護
福
祉
士
の
資
格
を
み
ご

と
に
取
得
し
た
が
、
資
格
取
得
の
ハ
ー
ド

ル
は
非
常
に
高
い
。
一
方
、
参
加
者
か
ら

は
、
講
座
を
通
し
て
同
じ
目
的
で
集
ま
る

仲
間
が
で
き
、
手
料
理
を
持
ち
寄
っ
た
り
、

仕
事
や
生
活
の
悩
み
を
相
談
し
合
う
な
ど
、

交
流
を
深
め
る
貴
重
な
機
会
に
な
っ
て
い

る
と
い
う
声
も
聞
か
れ
る
。

防
災
を
通
し
た
地
域
共
生
社
会
の

実
現

　

鈴
と
も
の
活
動
に
よ
っ
て
、
多
文
化
共

生
社
会
の
実
現
へ
の
理
解
は
、
関
係
者
の

間
で
は
非
常
に
す
す
ん
だ
と
市
社
協
で
は

考
え
て
い
る
。
今
後
の
課
題
は
、
こ
う
し

た
流
れ
を
一
般
住
民
に
も
広
め
て
い
く
こ

と
で
あ
る
。

　

市
社
協
で
は
、
今
後
、
外
国
人
防
災
講

座
の
開
催
を
企
画
し
て
い
る
。
万
一
、
災

害
が
起
こ
っ
た
時
に
、
地
域
住
民
の
一
人

と
し
て
何
が
で
き
る
の
か
、
外
国
人
の
方

に
も
一
緒
に
考
え
て
も
ら
う
こ
と
が
目
的

で
あ
る
。
講
座
で
は
、
A
E
D
の
使
い
方

な
ど
救
命
に
関
す
る
実
技
講
習
や
、
有
事

の
際
の
行
動
や
避
難
所
の
説
明
な
ど
を
行

う
ほ
か
、
防
災
に
関
す
る
多
言
語
ハ
ン
ド

ブ
ッ
ク
や
カ
ー
ド
の
存
在
に
つ
い
て
理
解

を
深
め
る
。
も
ち
ろ
ん
、
こ
こ
で
も
楽
し

む
要
素
は
欠
か
さ
な
い
。
講
座
の
前
半
で

は
、
防
災
に
関
す
る
ク
イ
ズ
な
ど
を
盛
り

込
み
、
参
加
者
が
楽
し
む
た
め
の
工
夫
を

考
え
て
い
る
。

　
「
イ
ベ
ン
ト
に
参
加
す
る
こ
と
で
、
外

国
人
ご
自
身
が
、
地
域
に
お
け
る
災
害
時

の
役
割
を
認
識
し
て
い
た
だ
き
た
い
で
す
。

災
害
弱
者
で
あ
る
障
害
者
や
高
齢
者
へ
の

サ
ポ
ー
ト
役
を
担
う
こ
と
が
で
き
れ
ば
、

地
域
と
の
つ
な
が
り
が
き
っ
と
今
よ
り
も

深
ま
る
は
ず
。
そ
う
す
れ
ば
周
り
も
地
域

の
一
員
と
し
て
彼
ら
の
存
在
に
気
づ
き
、

い
ざ
と
い
う
と
き
に
力
を
貸
し
合
え
る
関

係
が
生
ま
れ
る
と
思
う
の
で
す
」
と
、
渥

美
事
務
局
長
は
展
望
を
語
る
。

　

鈴
鹿
市
に
お
け
る
多
文
化
共
生
の
取
り

組
み
は
、
外
国
人
が
多
く
居
住
す
る
他
地

区
に
お
い
て
も
参
考
に
な
る
こ
と
が
多
い

は
ず
で
あ
る
。
今
後
の
さ
ら
な
る
発
展
が

期
待
さ
れ
る
。

鈴鹿市（三重県）
三重県の北部に位置する人口20万の市。市内には本田技研工業の鈴鹿製作所があるため、関連の自動車部品工場
も数多い。F1の日本グランプリやオートバイの8時間耐久レースなどが開催される鈴鹿サーキットで有名な土地
であり、日本のモータースポーツの聖地とも言われている。

国際交流イベントに参加した鈴とものサンバチーム
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市
川
市
で
は
、
平
成
20
年
以
降
、
行
政
が

災
害
時
の
要
援
護
者
の
名
簿
「
避
難
行
動
要

支
援
者
名
簿
」
を
整
備
し
て
地
域
の
関
係
者

で
情
報
共
有
を
図
る
と
と
も
に
、
市
川
市
民

生
委
員
児
童
委
員
協
議
会
（
以
下
、
市
民
児

協
）
が
日
頃
の
活
動
で
把
握
し
た
地
域
の
要

援
護
者
の
情
報
を
「
災
害
マ
ッ
プ
」
と
し
て

ま
と
め
て
き
た
。
前
号
で
は
、
市
川
市
社
会

福
祉
協
議
会
（
以
下
、
市
社
協
）
が
市
民
児

協
の
事
務
局
と
し
て
、
と
も
に
取
り
組
み
を

す
す
め
て
き
た
経
緯
を
紹
介
し
た
。

災
害
時
初
動
マ
ニュ
ア
ル
の
作
成

　

災
害
マ
ッ
プ
を
作
成
し
、
要
援
護
者
の
名

簿
を
整
理
し
て
い
く
中
で
見
え
て
き
た
の
は

「
民
生
委
員
・
児
童
委
員
と
し
て
、
災
害
時
に

何
を
す
べ
き
か
」
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
た
。

各
地
区
の
民
児
協
か
ら
も
多
く
の
声
が
あ
が

り
、
毎
月
開
催
さ
れ
る
民
児
協
の
会
長
会
の

中
に
災
害
マ
ニ
ュ
ア
ル
作
業
部
会
を
設
立
。

東
日
本
大
震
災
で
の
対
応
も
検
証
し
、
協
議

を
重
ね
な
が
ら
、
平
成
24
年
度
に
発
災
後
3

日
間
の
民
生
委
員
・
児
童
委
員
活
動
を
整
理

し
た
災
害
時
初
動
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
以
下
、
マ

ニ
ュ
ア
ル
）
を
作
成
し
た
（
図
）。

　

マ
ニ
ュ
ア
ル
で
は
、
各
地
区
内
を
ブ
ロ
ッ

ク
分
け
し
、
各
ブ
ロ
ッ
ク
に
ブ
ロ
ッ
ク
長
、

副
ブ
ロ
ッ
ク
長
を
お
き
、
発
災
時
に
は
各
委

員
の
状
況
の
確
認
と
把
握
を
行
う
。
続
い
て
、

要
援
護
者
の
安
否
確
認
・
避
難
誘
導
を
2
人

体
制
で
行
い
、
確
認
が
で
き
て
い
な
い
要
援

護
者
を
再
度
避
難
所
等
で
確
認
し
、
各
ブ

ロ
ッ
ク
長
へ
報
告
。
ブ
ロ
ッ
ク
長
が
地
区
会

長
へ
報
告
し
、
地
区
会
長
は
事
務
局
で
あ
る

市
社
協
へ
報
告
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

市
社
協
で
は
、
市
民
児
協
と
は
別
に
災
害

時
行
動
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
し
て
い
る
が
、

こ
の
な
か
で
も
、
各
地
区
の
民
児
協
会
長
と

の
連
携
を
位
置
づ
け
て
お
り
、
民
生
委
員
・

児
童
委
員
の
安
否
確
認
、
状
況
確
認
な
ど
の

情
報
の
共
有
を
行
う
体
制
を
と
っ
て
い
る
。

マ
ニュ
ア
ル
の
活
用
と
今
後
の
課
題

　

災
害
時
に
災
害
マ
ッ
プ
や
マ
ニ
ュ
ア
ル
を

活
か
す
た
め
、
市
社
協
で
は
、
行
政
と
連
携

し
た
要
援
護
者
の
確
認
や
各
委
員
に
求
め
ら

れ
る
対
応
な
ど
に
つ
い
て
、
市
民
児
協
の
研

修
会
や
各
地
区
の
民
児
協
な
ど
で
説
明
を
繰

り
返
し
行
い
、
災
害
時
に
ど
う
行
動
す
る
の

か
に
つ
い
て
理
解
を
深
め
て
き
た
。
市
の
総

合
防
災
訓
練
に
お
い
て
も
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
に

沿
っ
た
委
員
同
士
の
安
否
確
認
、
要
支
援
者

の
避
難
誘
導
、
状
況
報
告
の
連
絡
等
を
行
い
、

市
社
協
で
立
ち
上
げ
る
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

セ
ン
タ
ー
と
の
連
携
も
確
認
し
て
い
る
。
そ

の
結
果
、
災
害
に
対
す
る
各
委
員
の
意
識
も

「
何
か
あ
っ
た
ら
対
応
す
る
」
か
ら
「
必
ず
こ

の
対
応
を
す
る
」
に
変
わ
っ
て
き
て
い
る
と

感
じ
る
。

　

本
年
は
民
生
委
員
・
児
童
委
員
の
一
斉
改

選
が
12
月
に
あ
る
た
め
、
新
委
員
を
含
め
た

対
応
の
周
知
が
課
題
と
な
る
。「
災
害
マ
ッ
プ

や
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
あ
る
か
ら
大
丈
夫
」
と
い

う
こ
と
で
は
な
く
、
委
員
一
人
ひ
と
り
が
地

区
内
の
要
援
護
者
を
再
確
認
し
な
が
ら
災
害

マ
ッ
プ
の
情
報
を
更
新
し
て
い
く
と
と
も
に
、

委
員
同
士
が
連
携
し
、
い
ざ
と
い
う
時
に
速

や
か
に
行
動
す
る
た
め
に
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
の

点
検
・
見
直
し
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

市
社
協
で
は
、
地
区
社
協
と
民
児
協
の
エ

リ
ア
が
重
な
る
点
を
活
か
し
て
、
地
区
担
当

の
職
員
が
民
生
委
員
・
児
童
委
員
と
一
緒
に

地
域
を
回
り
、
情
報
や
課
題
を
共
有
し
て
き

た
。
こ
れ
か
ら
も
民
児
協
を
は
じ
め
、
地
域

で
活
動
す
る
多
く
の
関
係
機
関
や
団
体
と
の

日
頃
か
ら
の
連
携
を
強
化
し
、
今
ま
で
以
上

に
災
害
時
に
強
い
地
域
づ
く
り
を
め
ざ
し
て

い
き
た
い
。

災
害
に
備
え
る
地
域
づ
く
り
第 10 回

災
害
時
初
動
マ
ニュ
ア
ル
の
作
成
と
活
用

市
川
市
社
会
福
祉
協
議
会
（
千
葉
県
）
②

図　市川市民生委員児童委員協議会災害時初動マニュアル〈発災後3日間〉
地震発生

震度5弱以上

委員の判断で必要に応じて
支援が必要な方への連絡又
は訪問

各ブロックごとに集合場所
に集まる。
◎ブロック長・又は副ブロ
ック長は集まった委員の状
況を確認

震度4以下（台風等）

委員自身の安全確保・家族の安全確保・委員自身の避難

安否確認の状況を
ブロック長へ報告

各ブロックごとに２人体制
にて安否確認及び避難誘導

安否確認を一通り確認後、
未確認の要援護者を避難所
での確認作業

ブロック長は地区会長へ
状況報告

地区会長は事務局へ状況報告

連絡又は訪問した際に要援
護者に何かあった場合は地
区会長へ状況報告

災害マップの色分け
A．歩ける………………緑
B．杖が必要 ……………黄色
C．車椅子が必要 ………黄色
D．人手が必要…………ピンク
※蛍光マーカーを使用する。

☆常備品
布ガムテープ・油性マジック
※各委員への連絡方法が無くなる可
能性や確定した時間に集合場所に集
まるのは難しい事も想定されるため、
布テープに伝言を記入して集合場所
に貼るなどの委員同士の連絡方法と
して活用
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編

集

後

記

　東京都心で初雪を観測しました。
11月としては54年ぶりの初雪とな
るそうですね。通勤途中にすれ違っ
た犬が、寒そうに歩く人たちを不思
議そうに見つめていたのが印象的で
した。犬が靴を履くことはありませ
んが、足は冷たくないのでしょう
か・・・。
　さて、気づけば今年も残すところ

あと 1 か月となってしまいました。
今年は時間の流れが特に早くて本当
に驚いています。やらなければなら
ないことも、周りの皆さんに助けら
れるばかりで焦ってしまいます。皆
さまもそれぞれの状況があるかと思
いますが、来年に向けて頑張りま
しょう。（志）

全国社会福祉協議会　中央福祉学院
社会福祉主事資格認定通信課程（民間社会福祉事業職員課程）

春期コース 2017（平成 29）年度　受講者募集
受講期間：�2017（平成 29）年 4 月～ 

2018（平成 30）年 3 月
学習内容：�自宅学習による答案作成（16 科目、年 4 回

提出）と、ロフォス湘南で開催する面接授業
（5 日間）により行います。また、修了見込者
に対しては修了テストを実施します。

受　講　料：�87,400 円（テキスト・教材費、面接授業料、
添削指導料を含む。消費税込額）

　　　　　※面接授業時の交通費・宿泊費等は別途

受講資格：①�社会福祉事業（社会福祉法に基づく第1種・
第 2 種社会福祉事業）の届出をした施設・
事業所、あるいは介護保険法に基づく介護
保険事業者の指定を受けた施設・事業所に
従事していること

　　　　　②�受講期間中、お申し込み時の所属法人に勤
務していること

　　　　　③�業務と並行して受講することについて所属
長の承認が得られること

申込締切：�平成 29 年 1 月 31 日（火）【当日消印有効】
　　　　　※定員に達した場合は、募集を打ち切ることがあります

申込方法：�「受講案内・申込書」は、中央福祉学院ホーム
ページ http://www.gakuin.gr.jp/よりダウン
ロードまたは、下記問い合せ先までご請求 
下さい。お申し込みの際には、所属長名のご
記入および所属長公印を押印のうえ郵送にて
お申し込みください。

問合せ先：�社会福祉法人全国社会福祉協議会
　　　　　中央福祉学院　社会福祉主事係
　　　　　〒 240-0197
　　　　　神奈川県三浦郡葉山町上山口 1560-44
　　　　　TEL 046-858-1355　FAX 046-858-1356
　　　　　中央福祉学院ホームページ
　　　　　http://www.gakuin.gr.jp/

平成 28年度
地域の福祉力セミナー

　本セミナーは、住民が自ら「地域の福祉力」を育み、地
域福祉課題の解決に取り組むプロセスをいかに社会福祉
協議会がサポートしていくことができるか、その視点や手
法について研究・協議することを目的に開催するものです。
　ニッポン一億総活躍プランなどを背景に、地域共生社
会の実現に向けて住民主体の仕組みづくりや、多機関の
協働による包括的支援のあり方等の検討が行われていま
す。本年度は「地域における住民主体の課題解決力強化・
相談支援体制の在り方に関する検討会（地域力強化検討
会）」の構成員をむかえ、社会福祉協議会の役割やその可
能性を見つめつつ、「地域の福祉力とは何か」を考えます。

＜プログラム概要＞
シンポジウム（150 分）
「地域共生社会の実現に向けて
　～地域力強化検討会から見えてきたもの～」

実践報告（120 分）
「地域の福祉力における社会福祉協議会
　～実践から考える社協の役割と可能性～」

日　　時：平成 29 年 1 月 22 日（日）9：50～15：30

会　　場：図書館交流プラザ 1 階ホール
　　　　　（愛知県岡崎市）

主　　催：全国社会福祉協議会　地域福祉推進委員会

協　　力：�「第 10 回全国校区・小地域福祉活動サミット
IN おかざき・西三河」実行委員会

参　加　費：5,000 円

参加対象：�市区町村社協における地域福祉推進部門を担
う職員、地区社協のリーダー層、都道府県・
指定都市社協職員　等

定　　員：250 名（申込書先着順）

※�詳細については、下記ホームページに開催要綱を掲載
する予定です。

　http://www.zcwvc.net/
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鈴鹿市社会福祉協議会（三重県）
多文化共生をめざし外国籍住民とともに取り組む市民活動

●
市川市社会福祉協議会（千葉県） ②
災害時初動マニュアルの作成と活用
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●
日本生活協同組合連合会 組織推進本部 福祉事業推進部 部長　山際 淳氏
人のネットワークを地域づくりに活かす
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日本生協連の役割について教えてください。

　日本生協連では、会員として加入している全国の生
協への事業および会員支援として、CO・OP 商品の開
発や社会的な活動支援を行っています。私たちは、
2020 年へ向けたビジョンとして「私たちは、人と人
とがつながり、笑顔があふれ、信頼が広がる新しい社
会の実現を目指します。」を掲げ、その実現のための
重点計画として、①安心してくらせる地域社会づくり
への参加、②商品力の強化を通じた組合員のくらしと
生協の経営への貢献、③生協の未来を担う人材の確保
と育成、を位置づけ、全国の生協と力を合わせて取り
組むこととしています。
　また、災害時には被災地の生協が事業をいち早く再
開させ、地域に商品を継続して供給する役割を発揮し
ます。そのほかにも、被災地でサロン活動に取り組ん
だり、被災地で新商品開発を行うことで、現地の生産
者や農家を支援し、地域産業の復興支援にも取り組ん
でいます。

生協は全国で地域づくりにも取り組んでいますが、
どのような取り組みをされていますか。

　生協では組合員へ商品を届ける「宅配事業」の強み
を活かして高齢者を支える「地域見守り活動」に取り
組んでいます。同じ職員が同じ曜日、同じ時間に訪問
をしていることで、些細な異変にも気づきやすくなり
ます。少しでもおかしいと感じたら、それを本部に連
絡し、本部から自治体や団体の指定連絡先に通報する
ように、自治体等と協定を結んでいます。

　さらに、生協職員を対象に認知症サポーター養成講
座を実施することで、認知症の人への支援方法を身に
つけるほか、異変に気づくという視点も学んでいます。
　実際の見守り活動により、全国の生協で年間数千件
の通報があり、一命を取り留めたという例も多数あり
ます。
　また、高齢者や子育て中の家庭の困りごとを支援す
る「くらしの助け合い活動」にも長年取り組んできま
した。これまで、支援は組合員同士で行うことを基本
としていましたが、地域づくりにより積極的に参加す
るために、現在では組合員でない地域住民も広く受け
入れる動きが広がってきています。今後は仕事を退職
された男性が地域で増えてきますので、男性の力を活
かせる活動の場づくりもすすめていきたいです。

社協への期待がありましたらお聞かせください。

　社協は地域のネットワークづくりや介護保険の新し
い総合事業、生活困窮者支援等地域づくりに取り組ん
でこられました。地域づくりのノウハウは社協の強み
ではないでしょうか。生協も地域づくりに取り組んで
いますが、組織内での自己完結になりやすいという面
があります。そのため、社協から生協に声をかけてい
ただき、ぜひ地域に引っ張り出していただきたいです。
生協は人的なネットワークが強みですので、地域づく
りに役立てられることは多いはずです。現に、生協と
社協が連携している地域もみられますが、今後はこれ
まで以上に連携して地域づくりの取り組みをすすめた
いと考えています。
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人のネットワークを
地域づくりに活かす

社協は長年地域づくりに取り組んできましたが、地域
の団体もそれぞれの理念に基づき、団体のもつ強みを
活かしながら多様な地域づくりに取り組んでいます。
生活協同組合（以下、生協）も地域に根ざした活動を
展開してきた組織です。今号では、全国の生協の連合
会である、日本生活協同組合連合会（以下、日本生協
連）の山際さんにお話をお聞きしました。

聞き手：全国社会福祉協議会　地域福祉部
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